
議案第３４号 

   さいたま市事務分掌条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市事務分掌条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和５年２月１日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市事務分掌条例の一部を改正する条例 

 さいたま市事務分掌条例（平成１４年さいたま市条例第７４号）の一部を次のよう

に改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（局等の設置） 
第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１５８条第１項の規定に基づき、市長の権限に属

する事務を分掌させるため、次に掲げる局等を設

けるものとする。 
［略］ 

 保健衛生局 
 福祉局 
 ［略］ 

（局等の設置） 
第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１５８条第１項の規定に基づき、市長の権限に属

する事務を分掌させるため、次に掲げる局等を設

けるものとする。 
［略］ 
保健福祉局 
 
［略］ 

  
 （分掌事務）  （分掌事務） 
第２条 前条の局等の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
第２条 前条の局等の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
［略］  ［略］ 

 保健衛生局  保健福祉局 

⑴ 地域保健に関すること。 ⑴ 保健衛生に関すること。 

⑵ 地域医療に関すること。 ⑵ 社会福祉に関すること。 

 ⑶ 社会保障に関すること。 

福祉局  

  ⑴ 地域福祉に関すること。  
  ⑵ 高齢者福祉に関すること。  
  ⑶ 障害者福祉に関すること。  
  ⑷ 社会保障に関すること。  



 

 

 ［略］  ［略］ 
  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （さいたま市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部改正） 
２ さいたま市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年さい

たま市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（指定管理者審査選定委員会の設置） （指定管理者審査選定委員会の設置） 
第８条 市長等の諮問に応じ、指定管理者の候補者

の選定について審査するため、次の各号に掲げる

施設の区分に応じ、当該各号に定める指定管理者

審査選定委員会（以下この条において「委員会」

という。）を設置する。 

第８条 市長等の諮問に応じ、指定管理者の候補者

の選定について審査するため、次の各号に掲げる

施設の区分に応じ、当該各号に定める指定管理者

審査選定委員会（以下この条において「委員会」

という。）を設置する。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 保健衛生局が所管する施設 さいたま市保健

衛生局指定管理者審査選定委員会 
 ⑶ 保健福祉局が所管する施設 さいたま市保健

福祉局指定管理者審査選定委員会 
 ⑷ 福祉局が所管する施設 さいたま市福祉局指

定管理者審査選定委員会 
 

 ⑸ ［略］  ⑷ ［略］ 
 ⑹ ［略］  ⑸ ［略］ 
 ⑺ ［略］  ⑹ ［略］ 
 ⑻ ［略］  ⑺ ［略］ 
 ⑼ ［略］  ⑻ ［略］ 
２ 委員会は、それぞれ委員７人以内をもって組織

する。ただし、前項第７号に掲げるさいたま市都

市局指定管理者審査選定委員会については、委員

９人以内をもって組織する。 

２ 委員会は、それぞれ委員７人以内をもって組織

する。ただし、前項第６号に掲げるさいたま市都

市局指定管理者審査選定委員会については、委員

９人以内をもって組織する。 
３～７ ［略］ ３～７ ［略］ 
  

 



 

 

 （さいたま市社会福祉審議会条例の一部改正） 
３ さいたま市社会福祉審議会条例（平成１５年さいたま市条例第１２号）の一部を

次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （庶務）  （庶務） 
第１２条 審議会の庶務は、福祉局において処理す

る。 

第１２条 審議会の庶務は、保健福祉局において処

理する。 
  

 （さいたま市障害者政策委員会条例の一部改正） 
４ さいたま市障害者政策委員会条例（平成１５年さいたま市条例第１７号）の一部

を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （庶務）  （庶務） 
第７条 委員会の庶務は、福祉局において処理する。第７条 委員会の庶務は、保健福祉局において処理

する。 
  

 （さいたま市精神保健福祉審議会条例の一部改正） 
５ さいたま市精神保健福祉審議会条例（平成１４年さいたま市条例第１０２号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 



 

 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（庶務） （庶務） 
第６条 審議会の庶務は、保健衛生局において処理

する。 
第６条 審議会の庶務は、保健福祉局において処理

する。 
  

 （さいたま市感染症診査協議会条例の一部改正） 
６ さいたま市感染症診査協議会条例（平成１３年さいたま市条例第３１１号）の一

部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（庶務） （庶務） 
第７条 協議会の庶務は、保健衛生局において処理

する。 
第７条 協議会の庶務は、保健福祉局において処理

する。 
  

 （さいたま市歯科口腔保健の推進に関する条例の一部改正） 
７ さいたま市歯科口腔保健の推進に関する条例（平成２４年さいたま市条例第９３

号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 



 

 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （歯科口腔保健審議会）  （歯科口腔保健審議会） 
第１０条 ［略］ 第１０条 ［略］ 
２～８ ［略］ ２～８ ［略］ 

９ 審議会の庶務は、保健衛生局において処理する。９ 審議会の庶務は、保健福祉局において処理する。

１０ ［略］ １０ ［略］ 

  

 

 


